
 計画の目標として、KPI(重要達成度指標)及び具体的な数値目標を設定した。
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１．港湾脱炭素化推進計画の基本的な方針
（１）名古屋港の概要

（２）取組方針

（３）計画の対象範囲

３．港湾脱炭素化推進計画の目標
（１）温室効果ガスの排出量の推計

 ターミナル内における脱炭素化の取組

 ターミナルを経由して行われる物流活動
（海上輸送、トラック輸送、倉庫等）に係る取組

 港湾を利用して生産・発電等を行う事業者
（発電、鉄鋼、石油化学工業等）の活動に係る取組

 ブルーカーボン生態系等を活用した吸収源対策の取組 等

＜名古屋港の目指す方向性＞
 名古屋港は、地域のものづくり産業を強力に支援する国際産業戦略港湾として、関係者の連携のもと、
「ものづくり産業の成⾧と地域のカーボンニュートラル実現の両立」に貢献していく。

CO2排出量
対象施設等区分

2021年度2013年度

約 2.9万トン約 3.1万トン・港湾荷役機械
・管理棟、照明施設 等

①ターミナル内

約 13.0万トン約 13.7万トン・停泊中の船舶②ターミナルを
出入りする船舶・車両

約 33.5万トン約 35.0万トン・コンテナ用トラクター
・完成車用カーキャリア

約 2,016万トン約 2,435万トン・火力発電所 ・製鉄工場
・石油精製事業所 等

③ターミナル外

約 2,065万トン約 2,487万トン計

＜CO2排出量の推計＞

（３）計画の目標

 中部圏のものづくり産業や人々の暮らしを物流面、エネルギー面で支えている。
 総取扱貨物量21年連続日本一を誇り、世界約170の国・地域を結ぶ国際貿易港である。
 名古屋港の真ん中に位置し、沖合人工島であるポートアイランドは、将来の利活用に大きな可能性
を有している。

＜CNP形成に向けた取組方針＞
①温室効果ガスの排出量の削減並びに吸収作用の保全及び強化

ターミナルにおける荷役機械や集積する臨海部産業などの脱炭素化、次世代エネルギーの製造や副生物
の利活用、ブルーカーボン生態系等の活用による吸収源対策を図っていく

②港湾・臨海部の脱炭素化への貢献

次世代エネルギー供給、二次輸送を想定した次世代エネルギーハブ拠点の形成に取り組んでいく

 対象範囲の事業者へのアンケート調査
等により把握した電気・燃料使用量を
基に、CO2排出係数を乗じてCO2排出
量を推計した。

 港湾荷役機械などの電化や燃料電池化、再生可能エネルギー由来の電力の活用 等
 水素やアンモニア、合成メタン等によるエネルギー転換を進めるとともに、これらのエネルギーを共
同して大量・安定・安価に調達・利用

 温室効果ガスの吸収に向けた取組の推進

 次世代エネルギーの輸入・生産・貯蔵・配送拠点となる次世代エネルギーハブ拠点の形成

＜計画の目標＞

 計画の対象範囲は、臨港地区及び港湾区域内を基本とし、以下の取組を対象とする。

２．計画期間
 計画期間は2050年までとする。

＜区分のイメージ＞

CO2吸収量
対象施設等

2021年度2013年度

約 952トン約 1,422トン港湾緑地※

約 840トン約 840トン干潟

約 1,792トン約 2,262トン計

（２）温室効果ガスの吸収量の推計

 臨港地区内における港湾緑地及び港湾
区域内に位置する干潟を対象に、CO2
吸収量を推計した。

＜CO2吸収量の推計＞

＜計画の対象範囲＞

具体的な数値目標KPI
(重要達成度指標） ⾧期（2050年）中期（2030年度）短期（2025年度）

実質0トン/年1,343万トン/年
（2013年度比46％減）―※KPI １

CO2排出量

＜名古屋港の経済効果＞

※具体的な数値目標については、運輸部門、産業部門等の脱炭素化技術がまだ開発中のものも多い
ことを踏まえ、中期以降に設定した。

①ターミナル内

③ターミナル外

②ターミナルを出入りする船舶・車両

※港湾管理者が告示した緑地で造成・植栽後30年以内を対象とする。

1億6,358万ﾄﾝ
＜名古屋港の総取扱貨物量(2022年)＞
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４．港湾脱炭素化促進事業（促進事業）

 今後、脱炭素化の取組の具体化に応じ、港湾脱炭素化推進計画を見直し、促進事業へ追加していくことによって、
目標に向けて削減率を高めていく。

合計ﾀｰﾐﾅﾙ外船舶・車両ﾀｰﾐﾅﾙ内項目

約 2,487万トン約 2,435万トン約 48.7万トン約 3.1万トン①:CO2排出量（2013年度） CO2吸収量を考慮
約 2,065万トン約 2,016万トン約 46.5万トン約 2.9万トン②:CO2排出量（2021年度） CO2吸収量を考慮
約 0.5万トン約 0.4万トン約 0.1万トン約 0.01万トン③:促進事業によるCO2削減量
約 422万トン約 419.4万トン約 2.3万トン約 0.2万トン④:2013年度からのCO2削減量（①-②+③）
約 17.0％約 17.2％約 4.7％約 6.5％⑤:削減率（④/①）

＜促進事業によるCO2排出量の削減効果＞

＜促進事業＞ (４６事業)
 本計画の目標を達成するために行う港湾における脱炭素化の促進に資する事業であり、温室効果ガス排出量の削減並びに吸収作用の保全及び強化に関する事業（削減事業）、港湾・臨海部の脱炭素化に貢献す
る事業（貢献事業）がある。

名古屋港埠頭
CO2ﾌﾘｰ電力の導入

照明のLED化

東亞合成

太陽光発電設備の導入(南工場)

太陽光発電設備の導入(西工場)

ﾎﾞｲﾗｰ更新・燃料転換
（水素及び都市ｶﾞｽ）

東海協和照明のLED化

旭運輸
太陽光発電設備の導入

上組

東海協和ﾊﾞｯﾃﾘｰ式ﾌｫｰｸﾘﾌﾄの導入
ﾌｼﾞﾄﾗﾝｽ ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ
飛島物流ｻｰﾋﾞｽ

FC換装型RTGの導入 上組
飛島物流ｻｰﾋﾞｽ

ﾌｼﾞﾄﾗﾝｽ ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ

名古屋港管理組合陸上電力供給設備の
導入(作業船向け)

ｾﾝﾄﾗﾙLNGﾏﾘﾝﾌｭｰｴﾙ
ｾﾝﾄﾗﾙLNGｼｯﾋﾟﾝｸﾞLNGﾊﾞﾝｶﾘﾝｸﾞ

名古屋港管理組合

LNGﾊﾞﾝｶﾘﾝｸﾞ拠点の形成に向けた
ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ

環境性能に優れた船舶へのｲﾝｾﾝﾃｨ
ﾌﾞ（ESIﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ、ｸﾞﾘｰﾝｱｳｫｰﾄﾞﾌﾟﾛ
ｸﾞﾗﾑ）

環境に配慮した推進機関を持つ
船舶の導入（連絡船）

環境に配慮した推進機関を持つ
船舶の導入（港務艇）

ﾌｼﾞﾄﾗﾝｽｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ代替船の建造（省エネ化）

日本郵船

石油系燃料船でのﾊﾞｲｵ燃料活用

ｱﾝﾓﾆｱ燃料船の導入

LNG／LPG燃料船の導入

石油系燃料船での合成燃料活用

名古屋港管理組合

CO2ﾌﾘｰ電力の導入

照明のLED化

吸収源対策の推進

東邦ｶﾞｽ
知多市と連携したﾊﾞｲｵｶﾞｽ由来の
CO2やLNGの冷熱発電等を活用
したﾒﾀﾈｰｼｮﾝ実証試験

N

名古屋ﾕﾅｲﾃｯﾄﾞｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙ
荷役機械の電動化

照明のLED化

名古屋四日市国際港湾ｶﾞﾝﾄﾘｰｸﾚｰﾝのｲﾝﾊﾞｰﾀｰ
方式化

名古屋港埠頭CO2ﾌﾘｰ電力の導入

豊田通商 他
荷役機械及び物流車両を対象
とした水素利活用の実証
(FC機械の導入・水素供給の実証)

飛島ｺﾝﾃﾅ埠頭

荷役機械の自働化

荷役機械の自働化に伴う夜間
作業のﾔｰﾄﾞ照明電力削減

外来ﾄﾚｰﾗｰの搬出予約

D-HATの導入
東海協和ﾈﾌﾛﾝｼｽﾃﾑの導入

ﾌｼﾞﾄﾗﾝｽ ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾚｸﾄﾘｯｸ式
荷役装置の導入

名古屋四日市国際港湾ｶﾞﾝﾄﾘｰｸﾚｰﾝのｲﾝﾊﾞｰﾀｰ方式化

名古屋港埠頭
照明のLED化 (NCB)

照明のLED化 (飛島ふ頭南側)

東邦ｶﾞｽ

知多緑浜工場での水素製造

LNG未利用冷熱を活用したCO2分離回収
技術開発・実証

ﾒﾀﾈｰｼｮﾝによる合成ﾒﾀﾝの導入・供給

岩谷産業
豊田通商
日揮ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸｶﾞｽ化設備を
活用した水素製造

JERA発電熱効率の維持・向上

※表中の左欄には取組内容、右欄には
実施主体を記載

※実施主体の株式会社表記は省略

 削減事業 :その取組が実施主体のCO2排出量の削減及び吸収となるものを対象とする。
 貢献事業 :その取組が実施主体のみならず、広く港湾・臨海部の脱炭素化に寄与することが見込まれるものを対象とする。

:共通

:ターミナル内

:船舶・車両

:ターミナル外

削減事業

:貢献事業

凡 例
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N

合計ﾀｰﾐﾅﾙ外船舶・車両ﾀｰﾐﾅﾙ内項目

約 2,487万トン約 2,435万トン約 48.7万トン約 3.1万トン①:CO2排出量（2013年度）
CO2吸収量を考慮

約 2,065万トン約 2,016万トン約 46.5万トン約 2.9万トン②:CO2排出量（2021年度）
CO2吸収量を考慮

約 0.5万トン約 0.4万トン約 0.1万トン約 0.01万トン③:2030年度までにCO2削減効果の具体化
が想定される促進事業よるCO2削減量

約 700万トン④:2030年度までにCO2削減効果の具体化が想定される将来構想によるCO2削減量
約 700.5万トン⑤:促進事業と将来構想によるCO2削減量（③+④）
約 1,123万トン⑥:2013年度からのCO2削減量（①-②＋⑤）
約 45.2％⑦:削減率（⑥/①）

＜2030年度までにCO2削減効果の具体化が想定される促進事業及び将来構想を加味したCO2排出量の削減効果＞

（１）主な港湾競争力強化方策
 名古屋港が、これからも荷主・船社に選ばれ続ける港として発展し、地域へのESG投資の誘引
を図ることができるよう、港湾競争力強化に向けた方策を推進していく。

 港湾オペレーションの脱炭素化への取組
コンテナターミナル等における港湾オペレーションの脱炭素化に向け、関係者と連携して、荷

役機械の脱炭素化に重点的に取組んでいく。また、国土交通省港湾局で進められている「港湾
ターミナルの脱炭素化に関する認証制度」について、港内ターミナルへの適用に向けて取り組ん
でいく。

 船舶への陸上電力供給設備の導入
船舶への陸上電力供給は、既に技術が確立されているため、早期導入が可能な施策として期待

されている。
停泊中の船舶から発生する温室効果ガスの排出削減は、港湾オペレーションにおける温室効果

ガス削減方策の一つと考えられており、名古屋港においても対象船種の特性を考慮しつつ陸上電
力供給設備の導入を図っていく。

 地域の脱炭素化に貢献していくため、新たな事業展開、産業立地、投資を呼び込むことができ
るよう、産業立地競争力強化に向けた方策を推進していく。

 水素ステーション等による次世代エネルギー供給体制の構築
港湾荷役機械や輸送機器などへの次世代エネルギー供給に向けた水素ステーションの設置や、

臨海部産業における大規模な次世代エネルギー利用に向けたパイプラインの敷設など、効率的な
次世代エネルギー供給体制について官民連携して検討し、構築していく。

５．脱炭素化の促進に資する将来の構想（将来構想） ６．港湾及び産業の競争力強化に資する脱炭素化に関連する取組

 次世代エネルギーハブ拠点の形成
港湾物流、臨海部産業、中部圏全体の脱炭素化に向け、大量・安定・安価な次世代エネルギー

供給体制の一端を担う名古屋港の役割を確立し、周辺港湾や内陸部への二次輸送を想定した中部
圏における次世代エネルギーの輸入・生産・貯蔵・配送拠点となる次世代エネルギーハブ拠点の
形成を図っていく。

 関係者の連携による脱炭素実証事業の推進
次世代エネルギーの社会実装に向け、名古屋港ではNEDO事業を活用した実現可能性調査が進

められてきた。引き続き、関係者の連携による次世代エネルギーに係る輸送・貯蔵・利活用に係
る調査検討、実証事業を積極的に誘致、推進していく。

 ポートアイランド利活用の検討
名古屋港管理組合では、令和３年６月に、導入する機能を「物流」、「産業」、「エネルギ
ー」とするポートアイランド利活用の港湾管理者素案を取りまとめた。
令和５年度は、中部地方整備局と名古屋港管理組合が事務局となり、有識者、経済団体、利用

者などの関係者と、ポートアイランドの利活用を含めた名古屋港全体の将来像について意見交換
を行った。
今後は、次世代エネルギーの輸入・生産・貯蔵・配送拠点の形成や関連する産業の集積などの

可能性も含めて、ポートアイランドの利活用について関係者で検討していく。

（２）主な産業立地競争力強化方策

＜将来構想＞ （２９事業）
 熟度の高まりにより事業化が想定される脱炭素化の取組である。

●ﾒﾀﾉｰﾙ燃料船の導入
次世代燃料船(ｾﾞﾛｴﾐｯｼｮﾝ船)の投入
陸上電力供給受電設備の搭載
本船へのCCS(CO2回収・貯留)の搭載

●代替船の建造（省エネ化）

陸上電力供給設備の導入

吸収源対策の推進

圧縮水素の供給

●ﾀｰｺｲｽﾞ水素製造設備の導入
●CCUS事業のための施設整備
ｱﾝﾓﾆｱ燃料輸送船・ｱﾝﾓﾆｱ燃料供給船
伊勢湾地区における水素ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ構築
液化CO2輸送船の運航
発電燃料の転換（水素又はｱﾝﾓﾆｱ）
浮体式ｱﾝﾓﾆｱ貯蔵再ｶﾞｽ化設備搭載ﾊﾞｰｼﾞ
SAF、ﾊﾞｲｵﾃﾞｨｰｾﾞﾙ、ﾊﾞｲｵ化学の製造

ﾊﾞｯﾃﾘｰ式ﾌｫｰｸﾘﾌﾄの導入

ｶﾞﾝﾄﾘｰｸﾚｰﾝのｲﾝﾊﾞｰﾀｰ方式化

●高炉への水素系ガス吹込み

●CCS関連設備の設置(1基)

CCS関連設備の設置(1～3基)

発電燃料の転換(水素又はｱﾝﾓﾆｱ)

●海外輸入水素・ｱﾝﾓﾆｱ受入基地の整備

ﾀｰﾐﾅﾙｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝの最適化・高度化
荷役機械の脱炭素化
照明のLED化
ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ式荷役機械の導入

陸上電力供給設備の導入

CO2ﾌﾘｰ電力の導入（2地区）

:ターミナル内 :船舶・車両

:ターミナル外

削減事業

:貢献事業

凡 例

● :2030年度までにCO2削減効果の具体化が想定
される将来構想


